
法人名：

　 　 年 3 月 31 　 　 　

1.

2.

1.

2.

負債及び正味財産合計 75,996

当期正味財産増減額 15,905

正味財産合計 40,996

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 25,091

固定負債合計 0

負債合計 35,000

流動負債合計 35,000

固定負債

Ⅱ 負債の部

流動負債

固定資産合計 0

資産合計 75,996

流動資産合計 75,996

固定資産

前払金 4,500

現金預金 71,496

流動資産

前受金 35,000

ビーイング

貸借対照表
　 2020 日現在 　

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部



法人名：

年 4 月 1 日 ～ 年 3 月 31 日

1.

2.

3.

4.

5.

1.

2.

 

 

事業費
（1）人件費

6,000

通信費 84,123

事務諸経費

　　経常収益計
Ⅱ 経常費用

13,003

正会員受取会費 31,500

(単位：円)
科　　目 金　　額

Ⅰ 経常収益

ビーイング

活動計算書
2019 2020 まで

受取会費

31,500
受取寄付金

75,436

1,433,173

市赤い羽根事業助成金
500,000
300,000

受取寄付金 0

受取助成金等
県共募助成金

県共募助成金（使い途） 513,234
1,313,234

印刷製本費 0
消耗品費 91,530

事業収益

ﾊﾞｻﾞｰ収益金 60,936

受取利息 3

5,500受取参加費
講師派遣謝金 9,000

その他収益

雑収益 13,000

会議費 21,587

235,200

（1）人件費
（2）その他経費

講師謝金 0

保険料 6,650
交際費 2,160
慶弔費 5,000

材料費 68,170
雑費 13,398

諸謝金

事業費計

（2）その他経費
人件費計 0

2,420

その他経費計
1,417,268

管理費

諸会費

1,417,268

旅費交通費 881,030

次期繰越正味財産額 40,996

当期正味財産増減額 15,905

前期繰越正味財産額 25,091

管理費計 0
　　経常費用計 1,417,268



1．

　　
（1）

（2）

（3）

（4）

2．

県共募助成金 市赤い羽根事業 県共簿(使い途) その他収益 受取会費
F
事

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ

1. 31,500 31,500 31,500

2. 500,000 300,000 513,234 1,313,234 1,313,234

3. 0

4. その他収益 受取利息 3 3 3

ﾊﾞｻﾞｰ収益 60,936 60,936 60,936

受取参加費 5,500 5,500 5,500

講師派遣謝金 9,000 9,000 9,000

雑収入 13,000 13,000 13,000

500,000 300,000 513,234 88,439 31,500 1,433,173 0 1,433,173

Ⅱ

（1）

0 0 0 0 0 0 0 0

（2）

499,830 0 381,200 881,030 881,030

167,200 68,000 235,200 235,200

0 0 0

50,368 33,755 84,123 84,123

0 0 0

69,594 21,936 91,530 91,530

2,420 2,420 2,420

15,266 6,321 21,587 21,587

6,000 6,000 6,000

68,170 68,170 68,170

13,398 13,398 13,398

6,650 6,650 6,650

2,160 2,160 2,160

5,000 5,000 5,000

499,830 403,806 513,632 0 0 1,417,268 0 1,417,268

499,830 403,806 513,632 0 0 1,417,268 0 1,417,268

170 △ 103,806 △ 398 88,439 31,500 15,905 0 15,905

事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

科　　目

経常収益

(単位：円)

人件費計

受取会費

受取助成金等

受取補助金

　　経常収益計

経常費用

人件費

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

財務諸表の注記
重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法 有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています。

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１7年１2月最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

その他経費

旅費交通費

印刷製本費

消耗品費

材料費

会議費

諸会費

事務諸経費

講師謝金

通信費

諸謝金

　　　当期経常増減額

　　経常費用計

雑費

保険料

交際費

慶弔費

その他経費計


